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�愛媛県告示第３０７号
新居浜市新須賀土地改良区から認可申請のあった土地改良事業

（維持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法

（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８

条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

令和元年７月１２日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新居浜市新須賀土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計

画書の写し

� 新居浜市新須賀土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

令和元年７月１６日から８月１３日まで

３ 縦覧場所

新居浜市役所本庁

�愛媛県告示第３０８号
新居浜市大生院土地改良区から認可申請のあった土地改良事業

（維持管理）の計画の変更は、適当と認められるので、土地改良法

（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第９項において準用する同法第８

条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

令和元年７月１２日

愛媛県東予地方局長 馬 越 史 朗

１ 縦覧に供すべき書類の名称

� 新居浜市大生院土地改良区土地改良事業（維持管理）変更計

画書の写し

� 新居浜市大生院土地改良区定款の写し

２ 縦覧期間

令和元年７月１６日から８月１３日まで

３ 縦覧場所

新居浜市役所本庁

�愛媛県告示第３０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和元年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 土地改良事業の計画の変更の関係書類の縦覧（２件）………………………………………………………………………………（東予地方局農村整備課）…２４５

○ 道路の供用開始（県道落合�万線）…………………………………………………………………………………………………………（東予地方局管理課）…２４５

○ 土地改良区の定款変更の認可………………………………………………………………………………………………………（中予地方局農村整備第一課）…２４６

○ 開発行為に関する工事の完了（２件）…………………………………………………………………………………………………（中予地方局建築指導課）…２４６

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可申請の概要………………………………………（南予地方局八幡浜支局環境保全課）…２４６

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）…２４８

公 告

○ 公文書の公開の実施状況………………………………………………………………………………………………………………………………（広報広聴課）…２４８

○ 個人情報の開示等の実施状況…………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…２４９

雑 報

○ 環境影響評価準備書について…………………………………………………………………………………………………………………………（環境政策課）…２４９

○ 環境影響評価書について………………………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…２５０

正 誤

○ 令和元年６月１４日付け第１２号愛媛県告示第１７５号（農業委員会交付金等交付規程の一部改正）中………………………（農政課農地・担い手対策室）…２５０

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 落合�万線 西条市丹原町鞍瀬甲３１６番３ 令和元年７月１２日

毎週（火・金）曜日発行 第２０号 令和元年７月１２日

令和元年７月１２日金曜日 第２０号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第３１０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市堀江町土地改良区の定款の変更を認可した。

令和元年７月１２日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

�������
�愛媛県告示第３１３号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県八幡浜保健所及

び大洲市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和元年７月１２日

愛媛県八幡浜保健所長 竹 内 豊

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

株式会社浅田組

宇和島市寄松甲１５４番地

代表取締役 浅田 春雄

２ 事業場の名称及び所在地

浅田組・上田建設共同企業体 鹿野川トンネル建設工事

愛媛県大洲市肱川町山鳥坂２１０番地

３ 特定施設に関する事項

� （バッチャープラント１基）

�愛媛県告示第３１１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和元年７月１２日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

�愛媛県告示第３１２号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和元年７月１２日

愛媛県中予地方局長 尾 � 幸 朗

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

元中局建（開）第１６号

令和元年７月４日
伊予郡松前町大字中川原字広末７２０番６

松山市竹原三丁目８番２号
メゾンドゥルアン２０５号
藤 井 洋 平

松山市南�米町７６９番地２
シャイン・ヒルズ�米１０６号
藤 井 麻 衣

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

元中局建（開）第１７号

令和元年７月４日
伊予郡松前町大字中川原字広末７２０番４、７２０番５

松山市和泉南三丁目８番２６号

メゾンドルミエールＡ１０１号

藤 井 大 樹

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１ ５５ 生コンクリート製造業の用に供
するバッチャープラント

特 定 施 設 の 能 力 ２５立方メートル／時

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 通常４回／日、最大５回／日

特定施設の１日当たりの使用
時間 通常４時間、最大５時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．５～１２．５

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ５．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５００

最大 ３，０００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０４

最大 ０．０５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２４．０

最大 ３０．０

愛 媛 県 報令和元年７月１２日 第２０号

２４６



４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 沈殿槽

� 濁水処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１排水口

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

処 理 施 設 の 種 類 沈殿槽

処 理 施 設 の 型 式 －

処 理 施 設 の 構 造 鋼製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦４．８メートル 横１．８メートル
高さ１．５メートル

処 理 施 設 の 能 力 有効容積１２．９６立方メートル

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 自然沈降

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態

の値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．５～１２．５

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．５～１２．５

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ５．０

通常 ３．０

最大 ５．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２，５００

最大 ３，０００

通常 ２５０

最大 ３００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

通常 ２．０

最大 ３．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０４

最大 ０．０５

通常 ０．０４

最大 ０．０５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２４．０

最大 ３０．０

通常 ２４．０

最大 ３０．０

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手後３０日

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

処 理 施 設 の 種 類 スギジェット式シックナー

処 理 施 設 の 型 式 ＴＪＬ－３０

処 理 施 設 の 構 造 鋼板製

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦１０メートル 横６．５メートル
高さ２．４メートル

処 理 施 設 の 能 力 ３０立方メートル／時

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和・凝集沈殿

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態

の値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １０．０～１２．０

最大 １０．５～１２．５

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ５．０

通常 ３．０

最大 ５．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

通常 ５．０

最大 １０．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １，５００

最大 ３，０００

通常 ２０

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

通常 ２．０

最大 ３．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０４

最大 ０．０５

通常 ０．０４

最大 ０．０５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７３．４

最大 ３９６．９

通常 １７３．４

最大 ３９６．９

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ６．５～８．５

最大 ６．５～８．５

生物化学的
酸素要求量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３．０

最大 ５．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ５．０

最大 １０．０

愛 媛 県 報令和元年７月１２日 第２０号

２４７
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公 告

�公 告

公文書の公開の実施状況

平成３０年度の公開請求等に対する公文書の公開の実施状況の概要

を次のとおり公表する。

令和元年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 公文書の公開の請求等及び処理の状況

（単位：件）

区 分
請求等の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

公 開 部分公開 非 公 開

公開請求 ２，４２４ １，４８５ ６７７ ２０５ ５７

公開申請 １ ０ １ ０ ０

計 ２，４２５ １，４８５ ６７８ ２０５ ５７

注１ 公開請求とは、愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号。
以下「条例」という。）に基づく公開請求をいう。

２ 公開申請とは、条例附則第３項ただし書の規定によりなおその効
力を有するものとされている愛媛県情報公開要綱（平成５年１０月愛媛
県・愛媛県公営企業管理局・愛媛県教育委員会・愛媛県選挙管理委
員会・愛媛県人事委員会・愛媛県監査委員・愛媛県地方労働委員会・
愛媛県収用委員会・愛媛海区漁業調整委員会・愛媛県内水面漁場管
理委員会告示第１２５５号。以下「要綱」という。）に基づく公開申請
（要綱第２条第１項に規定する実施機関の職員が職務上作成し、又
は取得した文書、図画及び写真であって、同条第２項に規定する決
裁等が終了したもののうち、公立大学法人愛媛県立医療技術大学に
引き継がれたものに係る公開申請を含む。）をいう。

２ 公文書の公開の請求等の実施機関別内訳

（単位：件）

実 施 機 関 公開請求件数 公開申請件数

総 務 部 ５９ ０

企 画 振 興 部 ８３ ０

知 ス ポ ー ツ ・ 文 化 部 １６ ０

県 民 環 境 部 ５４ ０

保 健 福 祉 部 ２７１ ０

経 済 労 働 部 ６２ ０

農 林 水 産 部 ３２８ １

事 土 木 部 １，１５６ ０

出 納 局 ２ ０

小 計 ２，０３１ １

議 会 １３

公 営 企 業 管 理 者 ２５ ０

教 育 委 員 会 ９７ ０

選 挙 管 理 委 員 会 １０ ０

人 事 委 員 会 ２ ０

監 査 委 員 ４ ０

公 安 委 員 会 ０

警 察 本 部 長 ２３７

労 働 委 員 会 ２ ０

収 用 委 員 会 １ ０

海 区 漁 業 調 整 委 員 会 １ ０

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 １ ０

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ０ ０

愛 媛 県 住 宅 供 給 公 社 ０

愛 媛 県 土 地 開 発 公 社 ０

合 計 ２，４２４ １

３ 公文書の公開の請求等の主な内容

（単位：件）
請 求 等 の 主 な 内 容 公開請求件数 公開申請件数

工事設計書 ９６４ ０

建築工事再資源化等届出書 ２４１ ０

懲戒処分等の職員の処分関係 ２１１ ０

名簿関係 １８９ ０

公益法人等の決算書類 １５４ ０

４ 公文書公開請求者等別の内訳

（単位：件）
公 開 請 求 者 等 の 区 分 公開請求件数 公開申請件数

県内に住所を有する者又は事務所若しく
は事業所を有する個人及び法人その他団
体

１，４９８ １

その他のもの ９２６ ０

�愛媛県告示第３１４号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和元年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２０

最大 ２５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．０

最大 ３．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０４

最大 ０．０５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６４．１

最大 ２５６．４

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２９）第１５１１９号 平成２９年
９月５日 松本塗装工業 松本 幸夫 八幡浜市１３９７－１５ 令和元年

６月７日 塗装工事業 建設業の廃止

（般－２８）第１１２８４号 平成２８年
９月１９日 入田産業 入田 正二 南宇和郡愛南町御荘長月

３３９６－２
令和元年
６月７日

土木工事業
とび・土工工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－２６）第１４３１０号 平成２６年
８月６日 豫洲産業� 山下 嘉茂 西予市宇和町永長４８１番

地１
令和元年
６月１３日 建築工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２９）第１６８９号 平成２９年
８月９日 三瓶建設� 宮中 藤郎 西予市三瓶町朝立７番耕

地２９２番地第１
令和元年
６月２８日 管工事業 建設業の廃止

（一部）

愛 媛 県 報令和元年７月１２日 第２０号
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雑 報

５ 不服申立て等の状況

� 不服申立て

（単位：件）
不服申立て件数 処 理 の 状 況

平 成
２９年度
からの
繰 越
件 数

平 成
３０年度
不 服
申立て
件 数

裁 決 又 は 決 定

審理中 取下げ却 下 棄 却 一 部
認 容

認 容

７ ７ ０ ３ ３ ０ ８ ０

注 不服申立てとは、公文書の公開請求に対する決定について、行政不服
審査法（平成２６年法律第６８号）及び同法による改正前の行政不服審査法
（昭和３７年法律第１６０号）に基づく不服申立てをいう。

� 不服申出

実績なし

�������
�公 告

個人情報の開示等の実施状況

平成３０年度の開示請求等に対する個人情報の開示等の実施状況の

概要を次のとおり公表する。

令和元年７月１２日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 個人情報取扱事務の登録件数

（単位：件）
実 施 機 関 平成３０年度末件数

総 務 部 ７６

企 画 振 興 部 ４７

知 ス ポ ー ツ ・ 文 化 部 ６６

県 民 環 境 部 １９６

保 健 福 祉 部 ５３１

経 済 労 働 部 ９６

農 林 水 産 部 ２００

事 土 木 部 １３５

出 納 局 １０

小 計 １，３５７

議 会 １３

公 営 企 業 管 理 者 １５

教 育 委 員 会 １２０

選 挙 管 理 委 員 会 １７

人 事 委 員 会 ４

監 査 委 員 ５

公 安 委 員 会 ６

警 察 本 部 長 １６６

労 働 委 員 会 ４

収 用 委 員 会 １１

海 区 漁 業 調 整 委 員 会 ２

内 水 面 漁 場 管 理 委 員 会 １

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ２３

合 計 １，７４４

２ 個人情報の開示請求の状況

� 書面による開示請求

（単位：件）

実 施 機 関
請 求 の
件 数

処 理 の 状 況
取 下 げ

開 示 部分開示 非 開 示

知 事 １９ ０ １０ ５ ４

公営企業管理者 １１０ ５６ ４７ ６ １

教 育 委 員 会 ３０ １２ ７ １１ ０

警 察 本 部 長 ５９ １ ４７ ７ ４

合 計 ２１８ ６９ １１１ ２９ ９

注 他の実施機関については、実績なし。

� 口頭による開示請求

（単位：件）
実 施 機 関 請求の件数

総 務 部 ２７

知 県 民 環 境 部 ２６

保 健 福 祉 部 ４８

事 経 済 労 働 部 ２

小 計 １０３

教 育 委 員 会 ７，２４１

人 事 委 員 会 ３４０

警 察 本 部 長 ４１

公 営 企 業 管 理 者 １３

公立大学法人愛媛県立医療技術大学 ４２

合 計 ７，７８０

注１「口頭による開示請求」とは、実施機関があらかじめ
定めた個人情報について、口頭により開示請求できる
ものであり、請求があった場合は、原則開示するもの
である。

２ 他の実施機関については、実績なし。

３ 個人情報の訂正請求の状況

実績なし

４ 個人情報の利用停止請求の状況

実績なし

５ 不服申立ての状況

（単位：件）

区 分

不服申立て件数 処 理 の 状 況

取下げ

平 成
２９年度
からの
繰 越
件 数

平 成
３０年度
不 服
申立て
件 数

裁決又は決定

審理中却 下 棄 却 一 部
認 容

認 容

開示決定等
に係るもの

０ ２ ０ ２ ０ ０ ０ ０

訂正決定等
に係るもの

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

利用停止決
定等に係る
もの

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

�公 告

環境影響評価準備書について

愛媛県環境影響評価条例（平成１１年愛媛県条例第１号）第１３条第

１項の規定により、次の対象事業に係る環境影響評価準備書（以下、

「準備書」という。）を作成したので、同条例第１５条の規定により、

次のとおり公告する。

また、同条例第１６条第２項において準用する同条例第７条の２第

２項の規定により、準備書の説明会を開催することとしたので、併

せて公告する。

なお、この準備書について、環境の保全の見地からの意見を書面

により提出することができる。

令和元年７月１２日

協同組合クリーンプラザ 理事長 長 野 雄 二

１ 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

� 事業者の名称 協同組合クリーンプラザ

愛 媛 県 報令和元年７月１２日 第２０号
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正 誤

� 代表者の氏名 理事長 長野 雄二

� 主たる事務所の所在地 四国中央市妻鳥町３０４８番地２

２ 対象事業の名称、種類及び規模

� 名称 協同組合クリーンプラザ産業廃棄物焼却施設整備事業

� 種類 産業廃棄物焼却施設の設置の事業

� 規模 １日当たりの処理能力１５０トン １基

３ 対象事業が実施されるべき区域

愛媛県四国中央市妻鳥町３０４８番地１４

４ 対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域

の範囲

愛媛県四国中央市

５ 環境影響評価準備書の縦覧の場所、期間及び時間

� 縦覧場所

愛媛県庁環境政策課（愛媛県松山市一番町四丁目４番地２）

四国中央市役所（愛媛県四国中央市三島宮川４丁目６番５５号）

協同組合クリーンプラザ（愛媛県四国中央市妻鳥町３０４８番地

２）

� 縦覧期間 令和元年７月１２日から令和元年８月１３日まで

（土曜日、日曜日及び「国民の祝日に関する法律」に規定す

る休日及び閉庁日は除く。）

� 縦覧時間 ９時から１７時まで

６ 環境影響評価準備書についての意見書の提出期限及び提出先並

びに意見書に記載すべき事項

� 提出期限 令和元年８月２７日

� 提出先

〒７９９―０１１３ 愛媛県四国中央市妻鳥町３０４８番地２ 協同組合

クリーンプラザ

� 意見書に記載すべき事項

ア 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人その他

の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事務所

の所在地）

イ 意見書の提出の対象である環境影響評価準備書に記載され

た対象事業の名称

ウ 環境影響評価準備書についての環境の保全の見地からの意

見（日本語により、意見の理由を含めて記載すること。）

７ 説明会の開催を予定する日時及び場所

� 日時 令和元年７月２６日（金）１８時３０分から２０時３０分まで

� 場所 公益社団法人 愛媛県紙パルプ工業会 会議室（南）

愛媛県四国中央市川之江町４０８４番１

�������
�公 告

環境影響評価書について

愛媛県環境影響評価条例（平成１１年愛媛県条例第１号）第２１条の

規定に基づき、次の対象事業に係る環境影響評価書（以下「評価書」

という。）を作成したので、同条例第２３条の規定により、次のとお

り公告し、評価書を縦覧に供する。

令和元年７月１２日

株式会社松山バーク

代表取締役 大 野 剛 嗣

１ 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

� 事業者の名称 株式会社松山バーク

� 代表者の氏名 代表取締役 大野 剛嗣

� 主たる事務所の所在地 松山市西垣生町２８９２番地

２ 対象事業の名称、種類及び規模

� 名称 株式会社松山バーク廃棄物焼却施設整備事業

� 種類 産業廃棄物焼却施設の設置の事業

ごみ焼却施設の設置の事業

� 規模 １日当たりの処理能力 １２０トン １基

３ 対象事業が実施されるべき区域

愛媛県松山市西垣生町２８９２番地（株式会社 松山バーク内）

４ 対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域

の範囲

愛媛県松山市及び伊予郡松前町

５ 環境影響評価書の縦覧の場所、期間及び時間

� 縦覧場所

愛媛県庁環境政策課（愛媛県松山市一番町四丁目４番地２）

松山市役所廃棄物対策課（愛媛県松山市二番町四丁目７番地

２）

松山市役所垣生支所（愛媛県松山市西垣生町１２２５番地１）

松前町役場保健福祉部町民課（愛媛県伊予郡松前町筒井６３１

番地）

株式会社松山バーク（愛媛県松山市西垣生町２８９２番地）

� 縦覧期間 令和元年７月１２日から令和元年８月１３日まで

（土曜日、日曜日及び「国民の祝日に関する法律」に規定す

る休日及び閉庁日は除く。）

� 縦覧時間 ９時から１７時まで

�正 誤

令和元年６月１４日付け第１２号愛媛県告示第１７５号（農業委員会交

付金等交付規程の一部改正）中

ページ 箇 所 誤 正

１１６

右欄
様式第５号の
�（第４条関
係）のⅡ

� （補助金の追加交
付を伴う場合）

� （補助金の追加交
付を伴う場合）

１１６

左欄
様式第５号の
�（第４条関
係）のⅡ

� （交付金の追加交
付を伴う場合）

� （交付金の追加交
付を伴う場合）

１２０ 右欄
別紙２の１１

１１ 所有者不明の農地
の権利調査

１１ 所有者不明の農地
の権利調査

１２０ 左欄
別紙４の１１

１１ 所有者不明の農地
の権利関係調査等

１１ 所有者不明の農地
の権利関係調査等

令和元年７月１２日 発行

愛 媛 県 報令和元年７月１２日 第２０号

２５０


